
札幌市告示第 2997 号   

 

下記のとおり、一般競争入札を行うので、札幌市契約規則（平成４年規則第９号）第４条の規定に

基づいて告示します。 

 

令和７年７月 14 日 

札幌市長 秋元 克広   

記 

１ 契約担当部局  

〒060-8611 札幌市中央区北７条西２６丁目 

札幌市子ども未来局東部児童相談所家庭支援課管理係（電話 011-622-8620） 

メールアドレス：jiso2_kannri@city.sapporo.jp 

 

２ 入札に付する事項 

 (1) 役務の名称 

   札幌市児童相談所電話交換業務 

(2) 調達案件の仕様、履行場所等  

入札説明書による。  

(3) 履行期間 

令和７年９月１６日から令和１０年８月３１日まで（３年） 

ただし、本調達は、地方自治法第 234 条の３に規定する長期継続契約のため、契約を締結する

日の属する年度の翌年度以降において、本調達に係る予算の削除又は減額があった場合には、契

約を解除することがある。 

(4) 入札方法 

月額で行う。なお、落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 10％に相

当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。）をもって落札金額とするので、入札者は消費税及び地方消費税に係る課税事業者

であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望月額の 110 分の 100 に相当する金額

を入札書に記載すること。 

 

３ 入札参加資格  

⑴ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167 条の４の規定に該当しない者であるこ

と。 

⑵ 令和４～７年度札幌市競争入札参加資格者名簿（物品・役務）において、業種が「建物設備

等保守管理業」又は「専門サービス業」に登録されている者であること。 

⑶ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）による更生手続開始の申立てがなされている者又は

民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）による再生手続開始の申立てがなされている者（手続

開始の決定後の者は除く。）等経営状態が著しく不健全な者でないこと。  

⑷ 事業協同組合等の組合がこの入札に参加する場合は、当該組合等の構成員が、構成員単独で

の入札参加を希望していないこと。  

⑸ 入札の適正さが阻害されると認められる次に掲げる一定の資本関係又は人的関係がある者が

同一入札に参加していないこと。 

ア 資本関係 

(ｱ) 子会社等（会社法（平成 17 年法律第 86号）第２条第３号の２に規定する子会社等をい

う。(ｲ)において同じ。）と親会社等（同条第４号の２に規定する親会社等をいう。(ｲ)に

おいて同じ。）の関係にある場合 

(ｲ) 親会社等を同じくする子会社等同士の関係にある場合 

イ 人的関係 

(ｱ) 一方の会社等（会社法施行規則（平成 18 年法務省令第 12 号）第２条第３項第２号に規

定する会社等をいう。以下同じ。）の役員（会社法施行規則第２条第３項第３号に規定す

る役員のうち、次に掲げる者をいう。以下同じ。）が、他方の会社等の役員を現に兼ねて

いる場合。ただし、会社等の一方が民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中



の会社等又は更生会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会社をいう。）である場

合を除く。 

ａ 株式会社の取締役。ただし、次に掲げる者を除く。 

(a) 会社法第２条第 11号の２に規定する監査等委員会設置会社における監査等委員で

ある取締役 

(b) 会社法第２条第 12号に規定する指名委員会等設置会社における取締役  

(c) 会社法第２条第 15号に規定する社外取締役  

(d) 会社法第 348 条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務を執行し

ないこととされている取締役 

ｂ 会社法第 402 条に規定する指名委員会等設置会社の執行役 

ｃ 会社法第 575 条第１項に規定する持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をい

う。）の社員（同法第 590 条第１項に規定する定款に別段の定めがある場合により業務

を執行しないこととされている社員を除く。） 

ｄ 組合の理事 

ｅ その他業務を執行する者であって、ａからｄまでに掲げる者に準ずる者  

(ｲ) 一方の会社等の役員が、他方の会社等の民事再生法第 64 条第２項又は会社更生法第 67

条第１項の規定により選任された管財人（以下単に管財人という。）を現に兼ねている場

合 

(ｳ) 一方の会社等の管財人が、他方の会社等の管財人を現に兼ねている場合  

ウ 入札に参加する事業協同組合等の組合と他の入札参加者について、上記ア又はイと同視し

うる資本関係又は人的関係があると認められる場合 

⑹ 札幌市競争入札参加停止等措置要領（平成 14年４月 26日財政局理事決裁）の規定に基づく

参加停止の措置を受けている期間中でないこと。  

⑺ 令和４～７年度札幌市競争入札参加資格者名簿（物品・役務）において、札幌市内に本店ま

たは支店等を有している者であること。 

⑻ 入札告示日を起点とした過去５年間において、国及び地方公共団体との間で電話交換や電話

相談、コールセンターなど電話を通して相手方と対話する業務の履行実績〔日常的に電話対応

を行う履行期間３年以上のもの（従事者が履行に当たり受託者の指揮命令下のもと行う業務に

限る。）〕を有すること。 

⑼ 情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS：Information Security Management 

System）の適合性評価制度（ISO/IEC27001）の認証を受けており、入札時点において有効期間

が終了していないこと。 

⑽ 一般財団法人日本情報経済社会推進協会（JIPDEC）が指定した機関にてプライバシーマーク

を取得しており、入札時点において有効期間が終了していないこと。 

⑾ 事業協同組合等の組合がこの入札に参加する場合であって、中小企業等協同組合法（昭和 24

年法律第 181 号）等の規定に基づき設立された組合又はその連合会で、かつ、経済産業局長が

行う官公需適格組合の証明を有するときは、上記の入札参加資格のうち⑺～⑽に掲げる要件に

ついては、当該組合又は組合員（組合が指定する所在地が札幌市内の組合員）のいずれかとす

ることができる。 

 

４ 入札書の提出場所等  

(1) 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、入札説明書の交付場所及び問合せ先 

上記１に同じ。 

(2) 入札書の提出期限  

令和７年７月３１日（木）１６時００分まで（送付による場合は必着） 

(3) 開札の日時及び場所  

ア 開札日時 

令和７年８月１日（金）１３時３０分 

イ 開札場所 

札幌市児童福祉総合センター１階面談室４（札幌市中央区北７条西２６丁目） 

 

 



５ 入札手続等  

(1) 入札保証金 免除 

(2) 入札の無効 

本告示に示した入札参加資格のない者のした入札、入札に関わる条件に違反した入札、札幌市

契約規則第 11 条各号及び札幌市競争入札参加者心得（平成 15年９月 10日管財部長決裁）第８

項各号の一に該当する入札は無効とする。  

 

６ 落札者の決定方法等  

⑴ 落札者の決定方法 

札幌市契約規則第７条の規定に基づき定めた予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効

な入札を行った者を落札候補者とする。 

ただし、本入札は、当該契約の内容に適合した履行を確保するため、あらかじめ札幌市役務契

約に係る低入札価格調査制度及び最低制限価格制度運用要領（以下「低入札価格調査要領」とい

う。）に定める調査基準価格を設け、その価格を下回る入札が行われたときは、低入札価格調査

要領の規定に基づき、低入札価格調査を行う。  

そのため、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により本業務に係る契約の内容

に適合した履行がされないおそれがあると認められるとき、又はその者と契約を締結することが

公正な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、そ

の者を落札者とせずに失格と扱い（再度入札への参加不可）、予定価格の制限の範囲内の価格を

もって有効な入札を行った他の者のうち、最低の価格をもって入札を行った者を落札者とするこ

とがある。 

⑵ 低入札価格調査  

低入札価格調査要領の規定に基づき、調査基準価格を下回る入札が行われたときは、低入札価

格調査を行う。 

低入札価格調査の結果、調査対象者を落札者とする場合は、低入札価格調査要領別表２に基づ

く文言を付し、契約を締結するものとする。また、調査対象者が落札者となった場合、札幌市契

約規則第 25 条に規定する契約保証金の納付の免除(第１号は除く。)は適用しない。 

低入札価格調査の結果、調査対象者を落札者としない場合、その者は再度の入札に参加できな

いものとする。 

なお、低入札価格調査要領第７条第３項に定める低入札価格調査に係る資料及び報告書の提出

期限は、開札日（又は別途通知した日）の翌日から起算して３日以内（札幌市の休日を定める条

例（平成２年条例第 23 号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く。）とする。また、

提出期限後の提出及び差替えを認めない。 

⑶ 入札参加資格の審査 

落札の決定を保留した後、落札候補者が、入札参加資格を有する者であるかを審査（事後審査

方式）する。 

落札候補者は、入札執行者の指示があった日（原則として開札日）の翌日から起算して３日以

内（休日を除く。）に、入札説明書に示す書類（上記３に掲げる入札参加資格を有することを証

する書類）を提出しなければならない。電子メールにより提出する場合、事前に契約担当部局に

電子メールにて提出することを申し出たうえで、差出人アドレスは札幌市競争入札参加資格（物

品・役務）に登録されている見積依頼用メールアドレスとすること。 

なお、指定期限までに提出がない場合は、当該落札候補者のした入札を、入札参加資格のない

者のした入札とみなし無効とする。  

⑷ 入札参加資格を有しなかった者の取扱い  

上記⑶の審査の結果、落札候補者が、入札参加資格を有しない者であることを確認した場合

は、その者の入札を無効とする。この場合には、予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもっ

て入札（有効な入札に限る。）した者を、新たな落札候補者として、上記⑶の審査を行う。以

後、落札者が決定するまで同様の手続を繰り返す。 

 

７ 契約締結 

(1) 契約書作成の要否 要 

(2) 契約保証金  



契約を締結しようとする者は、契約金額を一年間に換算した額の 100 分の 10 に相当する額以

上の契約保証金又はこれに代える担保を、落札決定後、契約保証金の納付に係る通知（納入通知

書到達）の日の翌日から起算して５日後（５日後が休日の場合は翌開庁日）までに、納付し、又

は提供しなければならない。なお、指定期日までに納付又は提供がなかった場合には、落札決定

を取り消すとともに、札幌市競争入札参加停止等措置要領の規定に基づく参加停止の措置を行

う。 

ただし、札幌市契約規則第 25 条各号の一に該当するときは、契約保証金を免除することがあ

る。 

 

８ その他  

詳細は入札説明書による。 

 


